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佐井村電気自動車充電設備導入事業に係るプロポーザル実施要領 

 

１．目的 

佐井村（以下「村」という。）では、令和５年４月に環境省の脱炭素先行地域に選定され、令和５

年２月に策定・提案した「第３回 脱炭素先行地域計画提案書」において２０５０年カーボンニュー

トラルという温室効果ガス排出量削減目標を定めている。 

本事業は、公共施設などへの電気自動車の充電設備や災害時の停電時であっても必要な電気を自

立的に確保するために蓄電池設備を導入することで、脱炭素社会を推進していくための利用環境の

整備を行うことを目的とする。 

 

２．事業の概要 

（１） 事 業 名  佐井村電気自動車充電設備導入事業（以下、「本事業」という。） 

（２） 事業内容  別紙「佐井村電気自動車充電設備導入事業仕様書」及び 

「佐井村電気自動車充電設備導入事業特記仕様書」のとおり 

（３） 履行期間  本契約締結日から令和８年３月３１日まで 

（４） 工 事 費  上限額：７２，０３３，０００円以内（消費税及び地方消費税を含む） 

 

３．選定方式 

  公募型プロポーザル方式 

 

４．参加資格要件 

  参加資格要件は、次に掲げるすべての条件に該当する者とする。 

（１）単独の法人又は複数の法人によって構成された共同事業者（共同事業者を構成する法人は、 

  単独で応募することができない。また、他の応募している共同事業者の構成員となることもでき 

ない。）であること。応募申込受付期間終了後、共同事業者の構成員の変更及び追加は、原則と 

して認めない。 

（２）日本国内に本社又は支社を有し、専門技術者等の十分な業務遂行能力及び適切な執行体制を 

  有している法人であること。 

（３）本事業を円滑に遂行でき、安定的かつ健全な財政能力を有すること。 

（４）以下のいずれの項目にも該当しないこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4（同令第 167 条の 11 において準 

用する場合を含む。）の規定のいずれかに該当すると認められる者。 

イ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続き開始の申し立てがなされている 

者または民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされ 

ている者。 

ウ 国税、都道府県税又は市町村税を滞納している者。 

エ 役員等（役員（役員として登記又は届出されていないが実質上経営に関与している者を含  

む。））が、佐井村暴力団排除条例（平成 24年条例第 30号）第 2条第 1号に規定する暴力団員 

等（以下「暴力団関係者」という。）である者及び役員等が、暴力団関係者と社会的に避難さ 
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れるべき関係を有する者であること。 

オ 役員等が、無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 

号）第 5条の規定による観察処分の対象となっている団体の構成員であること。 

カ 佐井村建設業者等指名停止要領（平成 12年訓令第 10号）の規定に基づく参加停止措置を受 

けている期間中にある者。 

 

５．提出書類 

原則として、紙資料にて提出する。また、以下（１）～（６）の他に佐井村が別途書類の提出を 

求めることがある。なお、追加としてデータを保存した電子媒体（CD-R）を求める場合がある。 

（１）参加申請書 

様式第１号（法人単体用）、様式第２号（法人グループ用）に必要事項を記入し、提出する。 

（２）会社概要書 

様式第３号に必要事項を記入し、提出する。 

（３）参加資格に係る書類 

以下の書類を添付すること。 

ア 登記事項証明書、印鑑証明書 

イ 誓約書（様式第４号） 

ウ 貸借対照表及び損益計算書 

エ 納税証明書（国税・地方税等） 

（４）企画提案書 

ア 事業の実施内容（任意様式） 

イ 事業実施体制（任意様式） 

（５）見積書（任意様式） 

（６）会社概要・パンフレット・その他参考資料 

 

６．企画提案書の内容 

別紙仕様書を参照のうえ、以下の内容で作成すること。 

（１）事業の実施内容 

ア 実施方針 

提案の基本方針・概要・設備の平常時のシステム構成図等を記載すること。 

イ 設備設置仕様 

・電気自動車用充電器及び蓄電池型急速充電システム又はＶ２Ｘシステムの設置場所、設置 

方法、検討において想定した設備仕様（寸法、重量等を含む）を記載すること。 

・想定する設置場所での設置方法は、JIS Ｃ8955 に定められている荷重（風圧、積雪、地 

震等）に耐えうる構造であること。 

ウ 非常時・停電時に利用可能なシステム 

以下の点を含め、非常時・停電時の利用方法を提案すること。 

・非常時・停電時のシステム構成図 

・非常時・停電時の利用、操作方法（特定負荷への供給の有無、停電時に必要な機器の操作 
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及び配線作業の要否等） 

エ その他独自提案 

    その他本事業の実施にあたり、提案者独自で提案することがあれば記載すること。また、事 

業実施にあたり、ＰＲすることがあれば記載すること。 

    例：村内の脱炭素に係る普及啓発、環境教育への取組、事業に係る企画力や技術力 等 

（２）事業実施体制 

ア 事業実施体制図 

    代表事業者名、関連事業者名を示し、それぞれの事業者の関係や役割分担を示した体系図を 

作成すること。 

イ 工事計画概要（設備導入工程表）、実施体制（本業務に従事予定の総括責任者、担当者、予 

定技術者経歴書、資格証の写し等を記載）、事業のスケジュール 

ウ 村内業者の活用の提案 

    本事業の実施にあたっては村内業者を活用する提案をした者を優先して先行することとす 

るため、提案者が行う業務における村内業者の活用方法等について記載すること。 

エ 使用期間中における維持管理・メンテナンス等の計画（定期点検、設備交換計画、遠隔監視 

  の有無等）、実施体制 

オ 工事費、運転管理、維持管理及び撤去のための費用、資金調達を含めた事業資金計画 

カ 故障、緊急時の対応体制図 

キ 事業実施中のリスクに対する対策 

損害保険の補償額、適用範囲、その他の対策等を記載すること。 

 

７．企画提案書作成にあたっての留意事項 

・Ａ４版を基本とすること。一部Ａ３版の使用も認めるが、その場合は三つ折りにして綴じるこ 

と。 

  ・枚数に制限は設けないが、提案書は簡潔にまとめること。 

  ・Ａ４版、片面印刷とし、ページの通し番号を付すこと。 

  ・文書の補完のための写真、イラスト等を用いることも可とする。 

  ・提案書の提出期限後の訂正、追加、差し替え及び再提出は認めない。 

・言語は日本語、通貨単位は円とすること。 

・ワープロソフト等を使用して記載する場合は、文字サイズ 10.5pt 以上に設定すること。また、 

手書きで記載する場合は、１行あたり 39 文字を限度に記入すること。 

・上下左右に 20mm 以上の余白を設定すること。 

・表紙をつけ、表題を記載すること。 

・提出できる企画は、１提案者につき１案までとし、複数案の提案は認めない。また、１案の中 

に複数パターンの企画が含まれる提案も認めない。 
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８．提出方法等   

（１）提 出 部 数  ①参加申請書（様式第１号又は様式第２号）・・・・（正本１部、副本５部） 

②会社概要書（様式第３号）・・・・・・・・・・・（正本１部、副本５部） 

③誓約書（様式第４号）・・・・・・・・・・・・・（正本１部、副本５部） 

④参加資格に係る書類・・・・・・・・・・・・・・（正本１部、副本５部） 

⑤企画提案書・・・・・・・・・・・・・・・・・・（正本１部、副本５部） 

⑤見積書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（正本１部、副本５部） 

⑦会社概要・パンフレット・その他参考資料・・・・（正本１部、副本５部） 

（２）提 出 期 限  令和 ７年 ８月１５日（金） 午後３時まで 

（３）提 出 方 法  郵送又は持参（期限内必着） 

（４）提 出 先  佐井村総務課（佐井村役場１階） 

           〒039-4711 

         青森県下北郡佐井村大字佐井字糠森 20 

        電 話：0175-38-2111(18、17)  ＦＡＸ：0175-38-2492 

        e-mail：junya-h@vill.sai.lg.jp 

              担当者：福田、間山 

 

９．質問及び回答 

（１）質問 

① 受 付 期 間  公告日から令和 ７年 ８月 ６日（水） 午後３時まで 

② 提 出 方 法  質問書（様式第６号）により、電子メールで下記のアドレス宛に提出するこ 

と。 

〔 e-mail：junya-h@vill.sai.lg.jp 〕 

  ※１．送信時、件名に「佐井村電気自動車充電設備導入事業プロポーザル質 

問」を付けること。 

  ※２．送信後に、総務課まで送信した旨の電話をすること。 

  ※３．質問は参加申込書、提案書等の記載方法及び仕様書の内容等に関する 

ものに限る。 

（２）回答 

① 回 答 日  令和 ７年 ８月 ８日（金） 

② 回 答 方 法  質問内容と合わせ、質問者名等を伏せて、村のホームページ上で回答する。 

 

１０．選考方法及び選考基準等 

（１）選考方法 

選考は、佐井村電気自動車充電設備導入事業事業者選考委員会（以下「選考委員会」という。） 

が行う。 

参加申込者のうち参加資格を有する者から企画提案書及び企画提案書に基づくプレゼンテー

ションにより審査を行い、評価点数の合計による総合評価で最高得点を得た参加申込者を優先

交渉権者とする。ただし、最高得点を得た参加申込者の得点が、選考委員会で定める基準点に満

mailto:junya-h@vill.sai.lg.jp
mailto:junya-h@vill.sai.lg.jp
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たない場合は採択しない。なお、参加申込者が１者の場合も選考を行うが、基準点を満たしてい

ることを条件とする。 

（２）評価基準 

審査項目 審査の視点 配点 

１ 工事遂行能力 （２０点） 

 
事業工程 

 

①業務の全体像やスケジュールが具体的に示されて 

いるか。 
 ５点 

 事業実施体制 ②事業実施に当たって適切な体制がとられているか。 ５点 

 事業実績 ③過去に同等又は類似する施工実績を有しているか。 １０点 

２ 企画提案内容  （８０点） 

 

設備の設置 

 

④設置可能性調査の手法は適切か。 

受電設備の変圧器容量、契約容量を考慮した設計 

であると見込まれるか。 

充電設備等と車が接触しづらい設計であると見込 

まれるか。 

設備に故障や異常が生じた場合、ほかの電気系統

に波及しない設計であると見込まれるか。建物や

既存の系統・配管等に損傷を与えない施工方法で

あると見込まれるか。 

２０点 

 

故障・緊急時の

体制 

 

⑤トラブルが発生した場合の体制が整えられている 

か。災害や事故発生時の対応について、村に過度の 

負担を与えないものとなっているか。 

１０点 

 実効性 ⑥事業の内容が現実的で実行可能な内容であるか。 １０点 

 提案力 
⑦事業の内容を幅広い視点から検討した上で、具体的 

な提案がなされているか。 
２０点 

 その他 
⑧災害時のレジリエンス強化に資する提案はあるか。 

また、その内容は優れたものか。 
１０点 

 見積金額 ⑨事業内容に見合った見積金額であるか。 １０点 

  計 １００点 

（３）選考結果の通知 

  選考結果は、応募者全員に文書で通知する。   

（４）選考結果の公表 

  選考結果は、村ホームページにて公表する。 

 

１１．プレゼンテーション 

（１）実施日時・場所 

① 日 時  令和 ７年 ８月下旬を予定 

② 場 所  佐井村役場庁舎内  ※日時・場所等の詳細は、参加申込者に別途連絡する。 
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（２）実施時間 

    １者につき４５分以内とする。 

   （提案書説明３０分＋質疑応答１５分、機器等の設置・撤去時間を含む） 

（３）機材等 

    スライド等を使用する場合の必要な機材は、参加申込者で用意すること。 

    本村は、プロジェクターとスクリーンのみ用意するものとする。 

（４）プレゼンテーションを行う者 

    本業務に携わる担当者とする。ただし、担当者に加えて、担当者以外の者が行うことは差し 

支えない。 

 

１２．事業者選定までの予定スケジュール 

 項   目 期  間  等 

１ 公募開始 令和 ７年 ７月２３日（水） 

２ 質問書の提出期限 令和 ７年 ８月 ６日（水）午後３時まで 

３ 質問書に対する回答 令和 ７年 ８月 ８日（金） 

４ 参加申込書の提出期限 令和 ７年 ８月１５日（金）午後３時まで 

５ 参加資格確認結果の通知 令和 ７年 ８月１９日（火） 

６ プレゼンテーション・ヒアリング実施 令和 ７年 ８月下旬予定 

７ 選定結果の通知・公表 令和 ７年 ８月下旬予定 

８ 契約内容の調整 令和 ７年 ８月下旬 

 

１３．契約内容の調整 

   契約内容及び仕様等については、契約候補者から提案された企画提案書をもとに、村との協議

により事業内容等についての調整を行い、仕様を確定させる。また、契約内容と仕様、契約金額

については、協議の結果、採択された企画提案書と変更が生じることがある。 

なお、協議が整わなかった場合は、次点者と協議を行うものとする。 

 

１４．契約の締結 

   仕様確定後、契約候補者と仮契約を締結し、議会議決後に本契約を締結する。 

 

１５．参加事業者の失格事項 

   次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

（１）上記４．の参加資格の要件を欠いた場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）提出期限までに提出書類が提出されなかった場合 

（４）審査の公平性を害する行為があった場合 

（５）提案にあたり著しい信義に反する行為等により、選考委員会が失格であると認めた場合 
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１６．その他 

（１）本プロポーザルに関して応募者が必要とした費用は、全て応募者の負担とする。 

（２）提出書類の提出後の修正又は変更は、一切認めない。 

（３）提出書類に記載された受託業務の担当者等は、発注者がやむを得ないものとして認める場合 

を除き、変更することはできない。 

（４）参加表明後に参加を辞退する場合は、速やかに担当課まで文書で通知すること。 

（５）提出書類は、返却しない。 

（６）提出書類は、提出者に無断でプロポーザルの選定以外に使用しない。 

（７）選定を行う作業に必要な範囲において、提出書類の複製を作成することがある。 

（８）本プロポーザルに係る情報公開があった場合は、佐井村情報公開条例（平成１７年佐井村条 

例第１０号）の規定に基づき、提出書類を公開する場合がある。 

 

１７．問合せ先 

   佐井村総務課 

    電 話：０１７５－３８－２１１１（１８、１７） 

    ＦＡＸ：０１７５－３８－２４９２ 

    E-mail：junya-h@vill.sai.lg.jp 

 

 

以 上 
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様式第１号（法人単体用） 

                                令和  年  月  日 

 

参 加 申 請 書 
 

 佐井村長 太 田 直 樹  様 

 

事業者名 

                  住所（所在地）                     

                  商号又は名称                      

                  代表者職・氏名                  ○印  

 

 「佐井村電気自動車充電設備導入事業に係るプロポーザル」について、下記の書類を添えて参加

申請します。 

 なお、当該事業に係る参加資格要件に該当する者であること、並びに本書及び参加資格要件資料

の記載と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１．添付書類  

（１）会社概要書（様式第３号） 

（２）登記事項証明書、印鑑証明書（提出日３ヶ月以内に発行されたもの。原本） 

（３）誓約書（様式第４号） 

（４）貸借対照表及び損益計算書 

（５）国税及び地方税の納税証明書（提出日３ヶ月以内に発行されたもの。原本。過年度分を含め 

て未納がないことを証明するもの。）※本店等所在の自治体及び税務署で交付されたもの 

（６）企画提案書 

（７）見積書 

（８）会社概要・パンフレット・その他参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 【連絡担当者】 

  所属・氏名：                電 話 番 号：                

  ＦＡＸ番号：                Ｅ－ｍａｉｌ：                       
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様式第２号（法人グループ用） 

                                令和  年  月  日 

参 加 申 請 書 
  

佐井村長 太 田 直 樹  様 

 

代表事業者名 

                  住所（所在地）                     

                  商号又は名称                     

                  代表者職・氏名                  ○印  

構成グループ 

住所(所在地) 

商号又は名称 

代表者職氏名 

担当者部署・氏名 

担 当 者 連 絡 先 

担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

○印   
 

○印  
 

○印  
 

 

 「佐井村電気自動車充電設備導入事業に係るプロポーザル」について、下記の書類を添えて参加

申請します。 

 なお、当該事業に係る参加資格要件に該当する者であること、並びに本書及び参加資格要件資料

の記載と相違ないことを誓約します。 

記 

１．添付書類  

（１）会社概要書（様式第３号） 

（２）登記事項証明書、印鑑証明書（提出日３ヶ月以内に発行されたもの。原本） 

（３）誓約書（様式第４号） 

（４）貸借対照表及び損益計算書 

（５）国税及び地方税の納税証明書（提出日３ヶ月以内に発行されたもの。原本。過年度分を含め 

て未納がないことを証明するもの。）※本店等所在の自治体及び税務署で交付されたもの 

（６）企画提案書 

（７）見積書 

（８）会社概要・パンフレット・その他参考資料 

 【連絡担当者】 

  所属・氏名：                電 話 番 号：               

ＦＡＸ番号：                Ｅ－ｍａｉｌ：                
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様式第３号 

会 社 概 要 書 

 

商号又は名称  

本 社 所 在 地  

代 表 者 氏 名  

電話・FAX 番号 （電話） （FAX） 

設 立 年 月 日  

資 本 金  

売 上 高  

従 業 員 数 人（令和  年  月  日現在） 

主たる事業内容  

 

本業務を支店・営業所等で担当する場合は、その概要 

支店等の名称  

所 在 地  

従 業 員 数 人（令和  年  月  日現在） 

電話・FAX 番号 （電話） （FAX） 

E - m a i l  

※１．１枚で収まらない場合は、改行して複数枚として提出しても構いません。 

※２．他に応募団体の概要を紹介したパンフレット等があれば提出してください（任意）。 

※３．グループとして応募する場合には、全ての構成法人について提出してください。 
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様式第４号 

                                令和  年  月  日 

 

誓  約  書 

 

佐井村長 太 田 直 樹  様 

 

（参加申請者） 

                   住 所 

                   名 称              

                   代表者職氏名             ○印  

 

私（当法人及び当法人役員等）は、下記に掲げる者に該当しないことを誓約します。また、参加

資格確認のため、必要に応じて官公庁への照会を行うことについて、承諾します。  

 

記 

 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4（同令第 167条の 11において準用す 

る場合を含む。）の規定のいずれかに該当すると認められる者。 

イ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続き開始の申し立てがなされている者ま 

たは民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている者。 

ウ 国税、都道府県税又は市町村税を滞納している者。 

エ 役員等（役員（役員として登記又は届出されていないが実質上経営に関与している者を含む。）） 

が、佐井村暴力団排除条例（平成 24 年条例第 30 号）第 2 条第 1 号に規定する暴力団員等（以下 

「暴力団関係者」という。）である者及び役員等が、暴力団関係者と社会的に避難されるべき関係

を有する者であること。 

オ 役員等が、無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号）第 

5条の規定による観察処分の対象となっている団体の構成員であること。 

カ 佐井村建設業者等指名停止要領（平成 12年訓令第 10号）の規定に基づく参加停止措置を受けて 

いる期間中にある者。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 12 - 

 

様式第５号 

質  問  書 

 

令和 ７年  月  日 

 

 佐井村電気自動車充電設備導入事業に係るプロポーザル実施要領又は仕様書について、次のとお

り質問します。 

 

① 事 業 所 名  

② 質問者職・氏名  

③ 電 話 番 号  

④ 質 問 内 容  

  

※質問は簡潔にまとめること。 

※質問の受付は、令和 ７年 ８月 ６日（水）午後３時までとなっています。 

  


